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北海道建設部手数料条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則をここに公布する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

北海道建設部手数料条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則
北海道建設部手数料条例の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第 号）の施行期日

は、平成 年６月 日とする。

北海道立北方建築総合研究所条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則をここに
公布する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

北海道立北方建築総合研究所条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則
北海道立北方建築総合研究所条例の一部を改正する条例（平成 年北海道条例第 号）の

施行期日は、平成 年４月１日とする。ただし、北海道立北方建築総合研究所条例（昭和
年北海道条例第 号）第３条の改正規定の施行期日は、平成 年６月 日とする。

北海道中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

北海道中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則
北海道中小企業高度化資金貸付規則（昭和 年北海道規則第 号）の一部を次のように

改正する。
第３条の５中「年 パーセント」を「年 パーセント」に改める。
別表第２の の項中「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的
推進に関する法律」を「中心市街地の活性化に関する法律」に、「第 条第２項に規定する
認定特定事業計画」を「第７条第８項に規定する特定商業施設等整備事業又は同条第９項に
規定する特定事業に係る同法第 条第２項に規定する認定特定民間中心市街地活性化事業計
画」に改め、同表の の項中「第 条第２項に規定する認定中小小売商業高度化事業計画」
を「第７条第７項に規定する中小小売商業高度化事業に係る同法第 条第２項に規定する認
定特定民間中心市街地活性化事業計画」に改める。
別記第２号様式第７条第１号中「、会社整理開始」を削る。
附 則

１ この規則は、平成 年４月１日から施行する。
２ この規則による改正前の北海道中小企業高度化資金貸付規則（以下「改正前の規則」と
いう。）の規定に基づき貸付された中小企業高度化資金については、なお従前の例による。
３ 中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律の
一部を改正する等の法律（平成 年法律第 号）第１条の規定による改正前の中心市街地
における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律（平成 年法律
第 号。以下「旧中心市街地活性化法」という。）第 条第２項に規定する認定特定事業
計画に基づき実施する事業に係る資金の貸付については、改正前の規則別表第２の の項
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の規定は、なおその効力を有する。この場合において、同項の規定中「中心市街地におけ
る市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律」とあるのは「中心市
街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律の一部を改
正する等の法律（平成 年法律第 号）第１条の規定による改正前の中心市街地における
市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律」と、「中心市街地活性
化法」とあるのは「旧中心市街地活性化法」とする。

４ 旧中心市街地活性化法第 条第２項に規定する認定中小小売商業高度化事業計画に基づ
き実施する事業に係る資金の貸付については、改正前の規則別表第２の の項の規定は、
なおその効力を有する。この場合において、同項の規定中「中心市街地活性化法」とある
のは「旧中心市街地活性化法」とする。

北海道立高等技術専門学院運営規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

北海道立高等技術専門学院運営規則の一部を改正する規則
北海道立高等技術専門学院運営規則（昭和 年北海道規則第 号）の一部を次のように改

正する。
第１条中「第６条」を「第７条」に改める。

別表第１苫小牧高等技術専門学院の項中「 システム科」を「 事 務 科」に、
「 人」を「 人」に改める。

附 則

この規則は、平成 年４月１日から施行する。

訓 令

北海道訓令第９号

本 庁
出 先 機 関

北海道文書管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道文書管理規程の一部を改正する訓令

北海道文書管理規程（平成 年北海道訓令第７号）の一部を次のように改正する。
第 条中「第２条第 号」を「第２条第 号」に改める。
別表の付表中「行政改革局大学改革推進室」を「行政改革局（行政改革課及び総務業務セ
ンターを除く。）」に、「大 改」を「行 法」に改める。

附 則

この訓令は、平成 年４月１日から施行する。

別表第１滝川高等技術専門学院の項中

「

」

を
建 築 科 １年 人

板 金 科 １年 人

「

」

に改め、同表稚内高等技術専門学院の項を
人

板 金 科 １年 人

削り、同表網走高等技術専門学院の項中

「
観光ビジネス科 １年

土木施工管理科 １年

」

を
「人

観光ビジネス科 １年
人

」
に改め、同表室蘭高等技術専門学院の項を次のように改める。人

室蘭高等技術
専門学院

機 械 科 １年 人

溶 接 科 １年 人

配 管 科 １年 人

塗 装 科 １年 人

観光ビジネス科 １年 人
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庁 中 一 般
部 局

第 回全国植樹祭北海道実施本部設置規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成 年３月 日

北 海 道 知 事 高 橋 はるみ
北海道教育委員会委員長 橋 場 昇
北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道代表監査委員 宮 間 利 一
北海道労働委員会会長 曽 根 理 之
北 海 道 議 会 議 長 橋 文 明
北海道公営企業管理者 梶 本 孝 博

第 回全国植樹祭北海道実施本部設置規程の一部を改正する訓令
第 回全国植樹祭北海道実施本部設置規程（平成 年北海道・北海道教育委員会・北海道

人事委員会・北海道監査委員・北海道労働委員会・北海道議会・北海道企業局訓令第１号）
の一部を次のように改正する。
別表第４中

を

「

」

同
同

総務部行政改革局長
総務部行政改革局大学改革推進室長

「

」
同 総務部行政改革局長

に改め、「副出納長兼」を削る。
附 則

この訓令は、平成 年４月１日から施行する。
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